




























２０２３年３月２３日 

【確定版】 

 

国民春闘共闘・全労連がめざす 

全国最低賃金への法改正の４つのポイント 

－ 最低賃金の全国一律制実現を－ 

 

国民春闘共闘委員会 

全国労働組合総連合（全労連） 

  

国民春闘共闘・全労連は、最低賃金法の全国一律制への改正を実現するために、法改正の４つの

ポイントをまとめました。2022 年 10 月から、およそ半年間の議論を踏まえて、2023 年 3 月 23 日

春闘共闘常任幹事会、2023年 3月 15-16日全労連幹事会で確認しました。 

 日本の最低賃金の地域間格差は最も不合理な仕組みです。地域間格差を是正し、世界であたりま

えの全国一律制に是正させることが必要です。そして、全国一律にすることであまりにも低く抑え

られている最低賃金の大幅な引き上げをめざします。 

 最低賃金の全国一律制の確立に向けて、「国民春闘共闘・全労連がめざす全国最低賃金への法改

正の４つのポイント」をここに示します。 

 

【説明】 

 全国一律最低賃金の創設の趣旨は、すべての労働者とその家族に、健康で文化的な最低限度の生

活を確保するために必要な賃金の最低額がどの地域で働いても等しく保障されるようにすること、

同時に、地域経済を活性化させ、地域間格差を解消することにより「国民経済の健全な発展に寄与

する」ことができるようにすることにあります。 

 現行法の地域最低賃金では、こうした目的を達成することはできません。全労連の最低生計費試

算調査の結果から必要な生計費の地域間格差はほぼないことが明らかになっています。しかし、現

行法では、①地域ごとに最低賃金が異なり格差が生じています。例えば、同系列のコンビニで同じ

値段の商品を扱っていても賃金は地域毎、販売店ごとに差が生じています。その格差のベースとな

る原因として、地域別の最低賃金があります。最高の東京都と最低の地域で 219円（20％）もの格

差が生じています。②時給の高い都市部に労働者が偏在するなど、人口の一極集中や地域経済の疲

弊を招いています。③現行法の最低賃金は最賃決定の三要素「その地域の労働者の生計費と賃金、

事業の支払い能力」を考慮して決めています。地域別である限り、最低賃金の低い地域は、その現

状の支払い能力や経済状況が勘案され、最低賃金額が決められるため、低い地域は低いままに決定



される構造的な問題をもっています。④また、高い地域が低い地域を考慮することで、引き上げを

抑制する要因ともなっています。そのために、いまだ平均時給 1000 円すら実現されていません。

⑤最低賃金の地域間格差は、労働者の賃金格差となり生活保護、年金、公務員賃金、保険料に至る

まで様々な制度の格差となり悪影響となっています。ちなみに、地域別最低賃金の国は、カナダ、

中国、インドネシア、日本の４カ国（全体の 3％、2013 年）のみです。こうした問題やひずみは、

全国一律制で解消することが期待できます。 

ただし、広がった地域間格差はあまりに大きく、実現には、様々なハードルがあるのも事実です。

政府としての相応の財源をつくる決断と一定の期間が必要となると考えます。 

具体的な「国民春闘共闘・全労連がめざす、全国最低賃金への法改正の４つのポイント」は下記

の通りです。 

 

【最低賃金法改正の４つのポイント】 

 

（１）現行法での「地域別最低賃金」を、「全国最低賃金」として全国一律額による最低賃金の制度

に改める。公布から５年程度の経過後に施行することを定める。公務員にも適用するように法改

正する。 

（２）最低賃金額の決定を２要素とし、①科学的な最低生計費調査に基づいた、労働者の生計費と

②労働者の賃金を考慮して決めるに法改正する。現行法の３要素「その地域の労働者の①生計費

と②賃金、③事業の支払い能力」のうち「事業の支払い能力」は削除する。 

（３）全国最低賃金は、中央最低賃金審議会での調査審議をふまえて決定することに改める。地方

最低賃金審議会は、地域ごとの特定最低賃金（産業・業種別）の調査審議を役割とすることに改

める。 

（４）全国最低賃金の制度の中小企業における円滑な実施を図るため、中小企業に関する取引の適

正化、財政上・税制上及び金融上の支援措置、その他の必要な措置を講じなければならないこと

を、国に義務づけることを定める。 

 

以上 



最低賃金全国一律への法改正案 

4つのポイントに 

賛同をお願いします（案） 
 

（１）現行法での「地域別最低賃金」を、「全国最低賃金」として全国一律額による最低賃金の制度に改め

る。公布から５年程度の経過後に施行することを定める。公務員にも適用するように法改正する。 

 

・賛同する   ・賛同しない（ 理由                                   ） 

 

（２）全国最低賃金は、中央最低賃金審議会での調査審議をふまえて決定することに改める。地方最低賃

金審議会は、地域ごとの特定最低賃金（産業・業種別）の調査審議を役割とすることに改める。 

 

・賛同する   ・賛同しない（ 理由                                   ） 

 

（３）最低賃金額の決定を２要素とし、①科学的な最低生計費調査に基づいた、労働者の生計費と②労働

者の賃金を考慮して決めるに法改正する。現行法の３要素「その地域の労働者の①生活費と②賃金、

③事業の支払い能力」のうち「事業の支払い能力」は削除する。 

 

・賛同する   ・賛同しない（ 理由                                   ） 

 

（４）全国最低賃金の制度の中小企業における円滑な実施を図るため、中小企業に関する取引の適正化、

財政上・税制上及び金融上の支援措置、その他の必要な措置を講じなければならないことを、国に義

務づけることを定める。 

 

・賛同する   ・賛同しない（ 理由                                   ） 

 

議員のお名前     （                    ） 

ご連絡先電話     （                    ） 

ご担当者さまお名前 （                    ） 

 
ＦＡＸ ０３－５８４２－５６２０  

             ＜返送先＞ 全国労働組合総連合（全労連 担当：国吉・斎藤） 

              ＴＥＬ ０３－５８４２－５６１１ MAIL wage@zenroren.gr.jp 
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2022/6/14　国民春闘共闘・全労連調べ

2022年　参議院選挙　政策　【最低賃金】
〓野党がそろって「最低賃金1500円」を公約！

主な公約 政策

立憲民主党 時給1500円を将来
的な目標にする

時給1500円を将来的な目標に、中小零細企業を中心に
公的助成をしながら、最低賃金を段階的に引き上げま
す。

2022.6.3
生活安全保障のた
めの重点政策

日本共産党
時給1500円に引き
上げ、全国一律最
低賃金制を確立

――中小企業への賃上げ支援を抜本的に強化しなが
ら、最低賃金を時給1500円（月給だと22万5000円程度）
に引き上げます。
――全国一律最賃制を確立します。

2022.6.8
参議院選挙政策

社民党
全国一律1500円/
時に引き上げま
す。

大都市一極集中を見直し、地域経済を活性化するため
に最低賃金制を現在の地域別から全国一律に転換す
べきです。時給1,000円を実現し、さらに安定した生活を
確保できるよう時給1,500円をめざします。あわせて中小
零細企業に対して社会保険料負担を軽減するなど支援
策を検討します。

2022.6.7
重点政策2022

れいわ新選組
全国一律！最低賃
金1500円「政府が
補償」

中小零細企業に対して国が賃上げ分を補償。
企業には補助金や社会保険料の事業主負担分の減免
などという手法を組み合わせながら、
賃上げ分を事実上補填していきます。

2022.6.15
参議院選挙2022緊
急政策

国民民主党
全国どこでも時給
1,150円以上を早期
に実現

最低賃金を引き上げ、「全国どこでも時給1,150円以上」
を早期に実現します。そのための中小企業支援を強化
します。

2022.6.7
政策５本柱

自民党 全国加重平均1,000
円以上を目指す

中小企業・小規模事業者の生産性向上や価格転嫁等
の取引条件の改善等の取組みを全力で進め、地域間
格差にも配
慮しながら、できる限り早期に全国加重平均1,000 円以
上とすることを目指します。

2022.6.16
総合政策集J-ファ
イル

公明党

2020年代前半には
全国加重平均で
1,000円超に、2020
年代半ばには47都
道府県の半数以上
で1,000円以上へと
引き上げ

最低賃金を年率３％以上をメドとして着実に引き
上げ、2020年代前半には全国加重平均で1,000円
超に、2020年代半ばには47都道府県の半数以上で
1,000円以上へと引き上げ、地域間格差を是正しま
す。

2022.6.14
マニフェスト

維新 最低賃金について、公約で触れていない。
2022.6.3
政策提言
維新八策２０２２






